
�� ������ 4

受
け
て
大
綱
を
全
面
的
に
見
直
し
、

平
成　

年
度
ま
で
の
５
年
間
の
プ
ラ

22

ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

プ
ラ
ン
の
策
定
に
当
た
っ
て
は
、

町
の
財
政
状
況
を
分
析
し
、
今
後
５

年
間
の
財
政
見
通
し
を
試
算
し
ま
し

た
。

　

町
の
平
成　

年
度
決
算
は
黒
字
、

17

　

年
度
予
算
は
プ
ラ
ス
マ
イ
ナ
ス
ゼ

18ロ
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
実
際
は
基

金
（
貯
金
）
を
取
り
崩
し
て
不
足
分

を
埋
め
て
い
ま
す
の
で
、
単
年
度
で

は
赤
字
の
状
況
で
す
。

　
　

年
度
以
降
も
、
歳
入
面
で
は
新

19
型
交
付
税
の
影
響
（
地
方
交
付
税
の

さ
ら
な
る
減
額
）
な
ど
で
、
歳
出
面

で
は
公
債
費
（
借
金
返
済
）
の
高
止

ま
り
な
ど
で
、
毎
年
度
赤
字
が
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
結
果
、
行
財
政
改
革
を
行
わ

な
い
場
合
は
、
公
共
事
業
を
厳
選
し

て
も
５
年
間
で
９
億
３
２
０
０
万
円

の
財
源
不
足
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。

　

こ
れ
ま
で
は
財
源
不
足
を
基
金
で

補
っ
て
き
ま
し
た
が
、
財
政
調
整
用

の
基
金
は
平
成　

年
９
月
末
現
在
で

18

約
２
億
９
０
０
０
万
円
で
、
こ
の
ま

ま
推
移
す
れ
ば
平
成　

年
で
底
を
つ

20
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当
町
は
旧
合
併
特
例
法
の
下
で
の

市
町
村
合
併
を
選
択
せ
ず
、「
当
面
自

立
」
の
方
針
で
町
政
運
営
を
進
め
て

い
ま
す
が
、
税
収
の
低
迷
や
地
方
交

付
税
の
減
額
、
こ
れ
ま
で
の
公
共
事

業
へ
の
投
資
に
伴
う
町
債
の
累
積
な

ど
で
、
財
政
状
況
は
年
々
厳
し
く

な
っ
て
い
ま
す
。

　

▽
町
債
残
高
１
１
９
億
円
（
町
民

　
　

一
人
当
た
り
１
３
５
万
円
）

　

▽
実
質
公
債
費
比
率
※　

・
７
％

20

　
　
（
県
内
ワ
ー
ス
ト
３
）

　

町
で
は
こ
れ
ま
で
も
課
の
統
合
や

職
員
数
の
削
減
、
収
入
役
の
廃
止
な

ど
、
行
財
政
改
革
に
積
極
的
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
が
、「
町
の
自
立
」

を
実
効
あ
る
も
の
に
し
て
い
く
た
め

に
は
、
よ
り
一
層
の
改
革
に
よ
る
財

政
の
健
全
化
が
急
が
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
町
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理

解
を
得
な
が
ら
、
住
民
と
行
政
と
の

協
働
に
よ
る
自
立
的
な
行
財
政
運
営

の
確
立
を
目
指
し
、
さ
ら
な
る
行
財

政
改
革
に
取
り
組
も
う
と
す
る
も
の

で
す
。

　

総
務
省
で
は
、
地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
行
政
改
革
を
一
層
進
め
る
た

め
、平
成　

年
３
月
に
指
針
を
出
し
、

17

お
お
む
ね
５
年
間
の
行
政
改
革
の
具

体
的
な
計
画
策
定
を
義
務
付
け
ま
し

た
。
こ
れ
が
「
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」

で
す
。

　

当
町
で
は
、平
成
９
年
３
月
に「
平

泉
町
行
政
改
革
大
綱
」、　

年
３
月
に

10

平
泉
町
行
政
改
革
大
綱
実
施
計
画
」

を
定
め
て
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
が
、
総
務
省
の
指
針
を

�
�
�
�
�
�
�
�
	

�

※
実
質
公
債
費
比
率
…
本
年
度
か
ら
導
入

　

さ
れ
た
新
し
い
財
政
指
標
。
自
治
体
の

　

収
入
に
対
す
る
借
金
返
済
額
の
比
率
を

　

示
す
。　

％
以
上
だ
と
、
新
た
な
起
債

18

　
（
借
金
）
に
県
の
許
可
が
必
要
と
な
る
。

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�

5 �� ������

き
、町
予
算
が
組
め
な
く
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
こ
の
プ
ラ
ン
に
よ
る
行

政
改
革
を
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
５

年
間
で
５
億
５
３
０
０
万
円
の
財
政

効
果
を
生
み
出
し
、
財
源
不
足
額
の

圧
縮
に
努
め
ま
す
が
、
現
在
の
試
算

で
は
そ
れ
で
も
３
億
７
９
０
０
万
円

の
財
源
不
足
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す

の
で
、
さ
ら
な
る
歳
入
の
確
保
と
行

財
政
改
革
が
必
要
で
す
。

�
�
�
�
�

　

平
成　

〜　

年
度
の
５
年
間

18

22

　
（　

〜　

年
度
が
重
点
期
間
）

18

20
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①
情
報
提
供
の
推
進

　

②
町
民
の
参
画
機
会
の
拡
充

　

③
町
民
と
行
政
の
協
働
推
進

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

　

①
新
た
な
行
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築

　

②
組
織
機
構
の
見
直
し

　

③
定
員
管
理
、
給
与
の
適
正
化

　

④
職
員
の
能
力
開
発
等
の
推
進

　

⑤
事
務
事
業
の
見
直
し

　

⑥
民
間
委
託
、
民
営
化
の
推
進

　

⑦
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

　

⑧
電
子
自
治
体
の
推
進

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

　

①
計
画
的
な
財
政
運
営
の
推
進

　

②
歳
入
の
確
保

　

③
歳
出
の
抑
制

　

④
公
営
企
業
等
の
健
全
化

�
�
�
�
�

　
　

プ
ラ
ン
の
進
ち
ょ
く
状
況
を
毎

　

年
度
公
表
す
る
と
と
も
に
、
第
三

　

者
等
の
意
見
も
取
り
入
れ
な
が
ら

　

毎
年
度
見
直
し
を
行
い
、
プ
ラ
ン

　

の
推
進
を
図
り
ま
す
。

�
�
�
�
�
�
�
�

　

行
政
改
革
大
綱
と
同
じ

�
�
�
�
�
�
�

　
　

大
綱
の
構
成
に
沿
っ
て　

項
目

47

　

を
挙
げ
て
い
ま
す
。
な
お
項
目
の

　

細
部
に
つ
い
て
は
、
毎
年
度
の
予

　

算
編
成
な
ど
と
並
行
し
て
検
討
・

　

決
定
し
て
い
く
も
の
も
あ
り
ま

　

す
。
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▽
地
域
懇
談
会
の
開
催

　

▽
情
報
公
開
の
推
進

　

▽
地
域
課
題
対
応
シ
ス
テ
ム
（
行

　
　

政
区
に
お
け
る
課
題
解
決
）
の

　
　

推
進
―
な
ど

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	�


�
�
��

　

▽
事
務
事
業
評
価
制
度
の
定
着

　

▽
議
員
定
数
と
報
酬
の
見
直
し

　
　
（
現
在　

人
→
平
成　

年　

人
）

16

20

12

　

▽
特
別
職
定
数
と
給
与
の
見
直
し

　
　
（
三
役
の
給
与
カ
ッ
ト

　
　
　
→　

年
１
月
か
ら
）

19

　

▽
職
員
数
の
削
減

　
　
（
現
在
１
２
１
人

　
　
　
→　

年
１
１
５
人
）

22

　

▽
給
与
制
度
の
見
直
し
（
人
事
院

　
　

勧
告
に
沿
っ
た
給
与
改
定
・
平

　
　

均
△
４
・
８
％
）

　

▽
職
員
手
当
の
見
直
し
（
通
勤
手

　
　

当
、
住
居
手
当
、
時
間
外
手
当

　
　

な
ど
の
削
減
）

　

▽
事
務
事
業
の
整
理
合
理
化

　

▽
事
務
事
業
の
民
間
委
託
推
進

　
　

―
な
ど

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
��
	


�
��

　

▽
町
債
残
高
の
削
減

　
　
（
１
１
９
億
円

　
　
　
→
平
成　

年　

億
円
）

22

98

　

▽
使
用
料
・
手
数
料
の
見
直
し

　

▽
人
件
費
の
抑
制
（　

年
ま
で
に

22

　
　

△
５
〜　

％
）

10

　

▽
公
共
事
業
費
の
抑
制
（　

年
ま

22

　
　

で
に
△　

％
）

25

　

▽
補
助
金
・
負
担
金
の
見
直
し（　
22

　
　

年
ま
で
に
△
５
％
―
な
ど

�
�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�


�

　
　

行
革
に
よ
る
経
費
節
減
と
収
入

　

増
で
、
平

　

成　

年
度

22

　

ま
で
の
５

　

年
間
で
、

　

５
億
５
３

　

０
０
万
円

　

の
財
政
効

　

果
を
見
込

　

ん
で
い
ま

　

す
。

�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�
�
	

３ 億1100万 円
（56.2％）

人件費の削減

１ 億3000万 円
（23.5％）

町有財産の売り払い

１ 億1200万 円
（20.3％）

事務事業の見直しなど

町役場町民福祉課の窓口


